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はじめに

調査の概要

2002年の日・シンガポールEPA以降、日本は多くの国・地域と貿易協定を締結してきました。2023年4

月現在、20の協定が発効しています。日本企業にとって海外市場の重要性が一段と高まる中、FTA/EPA
等の貿易協定（以下、FTA）の活用は、諸外国・地域の市場へより自由にアクセスするための有効手段の

一つと考えられます。一方で、企業がFTAの活用を検討する際には、各企業の社内体制やリソース、関係先

からの協力など輸出企業側の事情に加え、相手国側の税関や法制度の情報、FTA毎に異なるルールや運
用など、様々な課題が指摘されており、何がボトルネックとなっているかの実態把握が難しい面がありました。

そこで、本調査では日本企業によるFTAの活用の実態と課題を分析すべく、輸出におけるFTA利用状況

（利用中の具体的協定、利用のきっかけ、情報収集手段など）および、FTAに関する認識（メリット、情報
収集の課題、費用対効果など）について、アンケート結果をもとに分析しました。

本アンケート調査は、経済産業省企業活動基本調査登録企業のうち輸出実績のある企業を対象に実

施しました。なお、調査実施に係る作業の一部については、Transbird株式会社に委託しました。

また、各協定の発効状況については、調査時点（2023年2月）の情報に基づいております。

協定の運用改善等に関して、企業から得られた回答内容または意見については、経済産業省等の関係

機関にも共有し、今後の政策立案および実施の参考とする予定です。

2023年4月

日本貿易振興機構（ジェトロ）調査部
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Ⅰ. FTA利用状況
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Ⅱ. FTAに関する認識
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原産地証明書の電子化への期待

◼ 原産地証明書のPDF化やデータ交換に関して、多くが肯定的意見であり、さらに多くの協定で利用を希望する

声が目立った。一方、輸入国側の税関などで十分に制度が理解されておらず、状況の改善を望む声も聴かれた。

①PDF化

◼ PDF化によって、現地に船積書類を送る際の紛失リスクが軽減される。書類到着よりも、船の到着が早くなる場合（日本

から近い国に輸出する場合など）、PDFであればスムーズに輸入通関をすることが可能。また、原本送付の手間とコストが

削減できる（飲食料品）

◼ 電子化により、原本送付が不要となれば、作業面、費用面の観点からメリットが大きく、期待が大きくなる。RCEPの活用に向

けて、原本発行、原本の現地発送の前提で調査したところ、費用対効果が小さく、利用を見送った。実際には、PDFで対応

可能であることが分かったので、再度検討したい（自動車部品）

②データ交換

◼ 二国間のみのシステムが複数に跨るのは利用面で不便なため、多国間共通のシステムを開発・導入頂きたい（自動車）

◼ 日商から輸入国税関に直接データを送付するシステムの採用・導入も今後推進いただきたい（自動車）

◼ 現在、入金してから原本が届くまで時間が掛かりすぎるため、データ交換が進むと、FTAを利用する機会も増えるかもしれな

い（商社・卸売）

③要望等

◼ 現地税関担当者が理解してくれない場合、英文レターなど説明できるものがあれば良い（一般機械）

◼ まずはPDF化から始め、運用面で問題が無ければデータ交換に移行したほうが、輸出入者双方も安心できると思う

（商社・卸売）
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